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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。また、第13期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は関連会社がありませんので、「持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失」については記載して

おりません。 

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高 （千円） － 716,366 777,227 1,175,690 1,305,216 

経常利益 （千円） － 365,520 348,163 297,116 353,443 

中間（当期）純利益 （千円） － 211,625 201,962 172,346 189,314 

持分法を適用した場合の

投資利益又は投資損失 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 25,000 200,059 25,000 30,059 

発行済株式総数 （株） － 50,000 54,408 500 50,408 

純資産額 （千円） － 496,714 1,111,984 285,088 484,521 

総資産額 （千円） － 896,773 1,711,360 577,854 1,092,983 

１株当たり純資産額 （円） － 9,934.28 20,437.87 570,177.20 9,612.00 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － 4,232.51 3,822.43 344,693.22 3,775.95 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － 3,745.03 － － 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 55.4 65.0 49.3 44.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 306,805 79,571 9,746 528,636 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △3,613 11,522 12,203 △5,469 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △6,996 411,544 △13,992 △8,452 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － 625,926 1,347,083 329,730 844,444 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－) 

69 

(3) 

83 

(4) 

66 

(3) 

87 

(1) 



４．第12期および第13期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。また、第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場で、かつ店頭登録もしていなかったため、期中平均

株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．従業員数は就業人員数を表示しております。 

６．当社は平成17年１月６日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みます。）

は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 83（4） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における我が国経済は、企業の設備投資が増勢を維持し、個人消費も緩やかながらも伸び続け、

景気は徐々に回復致しました。 

 こうした中、国内ゲームソフト市場は、マイクロソフト社のＸbox360が昨年12月に発売されたのに続き、今後発

売が予定されている任天堂㈱のWii、㈱ソニー・コンピュータエンタテインメントのＰＳ３などの次世代機による

今後の市場拡大が期待されております。また、携帯電話端末の機能向上による利用プラットフォーム拡大や携帯電

話向けゲームコンテンツの充実による市場の成長も期待されております。 

 このような環境の中で、当社はゲームソフトを中心としたデジタルエンターテインメントコンテンツの開発・販

売を行いました。 

 この結果、当中間会計期間の売上高は777,227千円（前年同期比8.5％増）、経常利益は348,163千円（同4.8％

減）、中間純利益は201,962千円（同4.6％減）となりました。事業部門別の販売実績及び概況は以下の通りであり

ます。 

 ①ゲームソフト開発事業 

 ゲームソフト開発事業においては、人気テレビアニメやコミックのアクションゲームの開発を行い、７タイトル

の家庭用ゲームソフトの開発を完了しました。当社の開発するゲームソフトは、簡単な操作で爽快な対戦プレイが

楽しめ、原作のキャラクターやアニメの世界観を忠実に再現することで、原作アニメやコミックファンを中心とし

て幅広いゲームユーザーの支持を得ております。当中間会計期間におけるロイヤリティ収入を加えた売上高は

695,196千円（同5.6％増）となりました。 

 ②モバイルコンテンツ開発事業 

 モバイルコンテンツ開発事業においては、各サイトメニューのコンテンツの追加更新を進めてまいりました。

「ミュージカルカフェ」においては、ミュージカル情報の充実と着メロ以外のアイテムとしてオリジナルの待ち受

け画像やデコメールの配信を開始し、ミュージカルに特化したニッチコンテンツとして会員数が増加いたしまし

た。 

 また、ゲーム系のサイト「魔法大作戦」には、当社アーケードシューティングゲームの移植版「バトルガレッ

ガ」、「蒼穹紅蓮隊」、オリジナルアクションゲーム「忍者紅」、「湾岸仏狐魅暴走貴族」、「爆捜！白バイＤＥ

ＫＡ」など、当社が得意とするアクションやシューティングジャンルのゲームをリリースしました。ハイスコアを

目指してユーザー同士が競い合えるランキングシステムも一部搭載を開始し、ゲームの嗜好性を高めることで会員

数の増加につながりました。当中間会計期間における売上高は70,680千円（同94.8％増）となりました。 

 ③その他事業 

 その他事業においては、当中間会計期間における売上高は11,350千円（同48.6％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の状況は、法人税等の支払やたな卸資産

の増加等資金の減少要因があったものの、税引前中間純利益345,806千円等主に営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの増加があり、また、東証マザーズへの上場に伴い株式の発行による収入411,544千円により財務活動によるキ

ャッシュ・フローが増加し、前事業年度に比べ502,638千円増加し、当中間会計期間末には1,347,083千円となりま

した。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、79,571千円となりました。これは法人税等の支払等資

金の減少要因がありましたが、税引前中間純利益が345,806千円と好調な業績を反映したことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は、11,522千円となりました。これは主として有形固定資

産の売却11,400千円の収入によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、411,544千円となりました。これは東証マザーズへの

上場に伴う株式の発行による収入411,544千円によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 (1) 開発実績 

  開発実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 (2) 受注状況 

  受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 ①受注高 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ②受注残高 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 (3) 販売実績 

  販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

        ２．主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 ※１  前中間会計期間の総販売実績に対する割合が10％未満であるため、記載しておりません。 

 ※２ 当中間会計期間の総販売実績に対する割合が10％未満であるため、記載しておりません。 

  

事業部門等の名称 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 3月31日）

 当中間会計期間 
（自 平成17年10月 1日 
至 平成18年 3月31日）

前事業年度 
（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 9月30日）

 ゲームソフト開発事業（千円） 208,215  278,312   498,359   

合計  208,215  278,312  498,359   

事業部門等の名称 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 3月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年10月 1日 
至 平成18年 3月31日）

前事業年度 
（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 9月30日）

 ゲームソフト開発事業（千円） 397,000 346,200 1,492,200 

合計 397,000 346,200 1,492,200 

事業部門等の名称 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 3月31日) 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月 1日 
至 平成18年 3月31日）

前事業年度 
（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 9月30日）

 ゲームソフト開発事業（千円） 246,000 714,000 841,000 

合計 246,000 714,000 841,000 

事業部門等の名称 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 3月31日) 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月 1日 
至 平成18年 3月31日）

前事業年度 
（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 9月30日）

 ゲームソフト開発事業（千円） 658,006 695,196 1,169,778 

 モバイルコンテンツ開発事業（千

円） 
36,276 70,680 93,496 

 その他事業（千円） 22,084 11,350 41,941 

合計 716,366 777,227 1,305,216 

相手先 

前中間会計期間 
 （自 平成16年10月 1日 

      至 平成17年 3月31日)   

 当中間会計期間 
 （自 平成17年10月 1日 

      至 平成18年 3月31日）  

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 株式会社タカラトミー 320,250 44.7 303,865 39.1 

 株式会社ソニー・コンピュータエ

ンタテインメント 
129,951 18.1 ※２ ※２ 

 株式会社バンダイ 125,830 17.5 120,493 15.5 

 任天堂株式会社 ※１ ※１ 202,723 26.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当中間会計期間において、特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった設備投資計画については、開発用設備等および事業用サ

ーバー設備の購入により15,455千円の設備投資を行いました。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

（平成17年６月14日開催の臨時株主総会特別決議） 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権の割当個数の全部または一部を行使することができる。ただし、１個の本新株予約権をさら

に分割して行使することはできないものとする。 

(2）新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権は喪失するものとする。 

(3）新株予約権の譲渡、質入その他の処分をすることができない。 

(4）新株予約権者は、当社の普通株式にかかる株券が、いずれかの証券取引所に上場された場合に限り、行使

することができる。 

(5）その他の細目については当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定め

られております。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整さ

れるものとする。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 200,000 

計 200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 54,408 54,408 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
 － 

計 54,408 54,408 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,192 1,192 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,192（注）２． 1,192（注）２． 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 24,800（注）３． 24,800（注）３． 

新株予約権の行使期間 
平成20年６月16日から 

平成23年６月15日まで 

平成20年６月16日から 

平成23年６月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  24,800 

資本組入額 12,400 

発行価格  24,800 

資本組入額 12,400 

新株予約権の行使の条件 （注）１． （注）１． 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要する。 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要する。 



３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込

金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 
調整前 

行使価額 
× 

１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 
調整前 

行使価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格         106,375円 

資本組入額        42,500円 

払込金総額        319,125千円 

    2 有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

          発行価格         106,375円 

          資本組入額        42,500円 

割当先          日興シティグループ証券株式会社 

  

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年12月６日 

（注）1 
3,000 53,408 127,500 157,559 191,625 197,434 

平成17年12月28日 

 （注）2 
1,000 54,408 42,500 200,059 63,875 261,309 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

藤澤 知徳 東京都大田区 34,900 64.14 

豊嶋 真人 東京都世田谷区 8,700 15.99 

日比 進 東京都大田区 800 1.47 

外山 雄一 東京都大田区 800 1.47 

落合 雄一 東京都目黒区 800 1.47 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 328 0.60 

エイティング従業員持株会 東京都品川区大井１丁目23番1号 305 0.56 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番 273 0.50 

城田 健吾 横浜市旭区 200 0.37 

浅野 克彦 神戸市東灘区 175 0.32 

計 － 47,281 86.90 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   54,408 54,408 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 54,408 － － 

総株主の議決権 － 54,408 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成17年12月７日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

 （注） 平成18年5月1日付の会社法の施行に伴いまして、従来の会計監査権限のみの監査役は任期満了の取扱いとな

り、監査役の法定員数を欠くため、東京地方裁判所へ仮監査役選任の申請を行いました。東京地方裁判所から

平成18年6月15日付の秋岡昭氏、緒方昭一氏及び小出敏彦氏を仮監査役に選任する決定通知を受け、同日、3名

が仮監査役として就任いたしました。なお、仮監査役の任期は、後任監査役の選任があるまでの期間でありま

すが、秋岡昭氏、緒方昭一氏及び小出敏彦氏は平成18年12月下旬開催予定の当社株主総会において、当社の監

査役候補として推薦する予定であります。 

(2）退任役員 

  

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） － － 440,000 439,000 364,000 271,000 

最低（円） － － 231,000 255,000 187,000 220,000 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

就任年月日 

 仮監査役  - 秋岡 昭  昭和17年4月15日 

 昭和43年4月 東洋通信機㈱入社 

 平成8年6月  同社取締役経営企画部長就任

 平成9年4月  同社取締役水晶部長就任 

 平成11年6月 同社常勤監査役就任 

 平成15年6月 同社取締役常務就任  

0 
平成18年 

 6月15日 

 仮監査役  -  緒方 昭一  平成17年12月19日

 昭和41年4月 住友商事㈱入社 

 平成8年12月 住商エレクトロニクス㈱入社

 平成9年9月  同社代表取締役専務就任 

 平成15年6月 同社常勤監査役就任 

0 
平成18年  

 6月15日  

 仮監査役  -  小出 敏彦  平成36年8月7日 

 昭和61年3月 ハパックロイドジャパン㈱ 

       入社 

 平成3年10月 朝日監査法人（現あずさ監査

       法人）入所 

 平成5年5月  太田昭和監査法人（現新日本

       監査法人）へ移籍 

 平成6年10月 公認会計士登録 

 平成8年2月  新日本アーンストアンドヤン

       グ税理士法人へ移籍 

 平成11年11月 小出会計事務所設立 

       (有)小出コンサルティング設

        立 代表取締役就任（現任）

0 
平成18年 

 6月15日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 常勤監査役 －   城田 健吾 平成18年５月１日 

 非常勤監査役 －   加久田 乾一  平成18年５月１日  

 非常勤監査役 －   北岡 治郎 平成18年５月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法

人により中間監査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年11月４日提出の有価証券届出書に添付されたものによ

っております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     625,926 1,347,083   844,444 

２．売掛金     83,382 44,473   69,218 

３．たな卸資産     75,766 230,064   103,959 

４．繰延税金資産     29,244 25,462   7,271 

５．その他     26,240 20,364   17,926 

流動資産合計     840,560 93.7 1,667,448 97.4   1,042,820 95.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※ 1   22,654   11,298   18,499 

２．無形固定資産     2,433   1,753   1,780 

３．投資その他の資産     31,125   30,859   29,883 

固定資産合計     56,213 6.3 43,912 2.6   50,163 4.6

資産合計     896,773 100.0 1,711,360 100.0   1,092,983 100.0

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金     8,495 17,865   33,355 

２．一年以内返済予定
長期借入金 

    10,702 －   － 

３．未払法人税等     176,300 165,386   96,105 

４．前受金     112,875 310,275   361,200 

５．賞与引当金     27,960 27,839   － 

６．その他 ※ 2   63,725 78,009   117,800 

流動負債合計     400,059 44.6 599,376 35.0   608,462 55.7

負債合計     400,059 44.6 599,376 35.0   608,462 55.7

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     25,000 2.8 200,059 11.7   30,059 2.7

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   750   261,309 5,809   

資本剰余金合計     750 0.1 261,309 15.3   5,809 0.5

Ⅲ 利益剰余金           

１．中間（当期）未処
分利益 

  470,964   650,615 448,653   

利益剰余金合計     470,964 52.5 650,615 38.0   448,653 41.1

資本合計     496,714 55.4 1,111,984 65.0   484,521 44.3

負債・資本合計     896,773 100.0 1,711,360 100.0   1,092,983 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     716,366 100.0 777,227 100.0   1,305,216 100.0

Ⅱ 売上原価     200,424 28.0 170,698 22.0   492,161 37.7

売上総利益     515,942 72.0 606,528 78.0   813,055 62.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    150,525 21.0 232,846 29.9   443,863 34.0

営業利益     365,417 51.0 373,682 48.1   369,191 28.3

Ⅳ 営業外収益 ※1   348 0.0 134 0.0   237 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※2   245 0.0 25,653 3.3   15,985 1.2

経常利益     365,520 51.0 348,163 44.8   353,443 27.1

Ⅵ 特別利益 ※3   2,383 0.3 314 0.0   2,383 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4   － － 2,671 0.3   430 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    367,903 51.3 345,806 44.5   355,396 27.2

法人税、住民税及
び事業税 

  176,301   162,035 163,279   

法人税等調整額   △20,023 156,277 21.8 △18,191 143,844 18.5 2,802 166,081 12.7

中間（当期）純利
益 

    211,625 29.5 201,962 26.0   189,314 14.5

前期繰越利益     259,338 448,653   259,338 

中間（当期）未処
分利益 

    470,964 650,615   448,653 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税引前中間（当期）純利益   367,903 345,806 355,396 

減価償却費   4,635 1,596 9,443 

賞与引当金の増減額（減少：
△） 

  27,960 27,839 － 

受取利息及び受取配当金   △2 △0 △2 

支払利息   176 － 196 

新株発行費   － 13,955 872 

固定資産売却益   － △314 － 

固定資産売却損   － 2,671 － 

保険差益   △2,383 － △2,383 

売上債権の増減額（増加：
△） 

  33,519 24,745 47,683 

たな卸資産の増減額（増加：
△） 

  △24,233 △126,104 △52,426 

仕入債務の増減額（減少：
△） 

  6,395 △15,490 31,255 

前払金の増減額（増加：△）   △14,161 △3,076 △9,187 

前受金の増減額（減少：△）   70,262 △50,925 318,587 

未払金の増減額（減少：△）   △52,102 △43,555 △426 

未払消費税等の増減額（減
少：△） 

  2,364 4,193 △5,022 

その他   △16,446 △5,664 △1,073 

小計   403,888 175,677 692,913 

利息及び配当金の受取額   2 0 2 

利息の支払額   △176 － △196 

保険金収入   3,840 － 3,840 

法人税等の支払額   △100,749 △96,105 △167,922 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  306,805 79,571 528,636 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

有形固定資産の取得による支
出 

  △6,069 － △7,157 

有形固定資産の売却による収
入 

  － 11,400 － 

無形固定資産の取得による支
出 

  － － △728 

投資有価証券の売却による収
入 

  427 － 427 

関係会社株式の売却による収
入 

  5,000 － 5,000 

その他   △2,971 122 △3,011 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △3,613 11,522 △5,469 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

長期借入金の返済による支出   △6,996 － △17,698 

   株式の発行による収入    － 411,544 9,883 

新株発行による支出   － － △637 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △6,996 411,544 △8,452 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（減少：△） 

  296,195 502,638 514,714 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   329,730 844,444 329,730 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※１ 625,926 1,347,083 844,444 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

 (1）有価証券 

 ① その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

時価のあるもの 

同左 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの  

   同左  

 (2）たな卸資産 

① 仕掛品 

 個別法による原価法を採用

しております。 

(2）たな卸資産 

① 仕掛品 

         同左  

 (2）たな卸資産 

 ① 仕掛品 

        同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、建物につい

ては定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      ６～10年 

車両運搬具   ５～６年 

工具器具備品  ５～15年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、建物につい

ては定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      ６～10年 

工具器具備品  ５～15年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、建物につい

ては定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。  

建物      ６～10年  

車両運搬具   ５～６年  

工具器具備品  ５～15年  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

 なお、当中間会計期間末にお

いては、計上はありません。 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 なお、当事業年度末において

は、計上はありません。 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

───── 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

 消費税等の会計処理方法 

 同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日)及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15

年10月31日）が平成17年4月1日以降に適用さ

れたことに伴い、当中間会計期間から同会計

基準及び同適用指針を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

───── 

 ─────  （役員賞与に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11

月29日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

─────  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布

され、平成16年4月1日以降に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年2月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が3,351

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益が3,351千円減少しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

35,748千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,092千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

39,102千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

      同左 

※２     ───── 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

       受取利息            1千円 

      受取報奨金          200千

円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

       受取利息           0千円 

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

      受取利息            1千円 

      受取報奨金          200千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 

  

176千円

 

新株発行費 

上場関連費用 

13,955千円

11,698千円

新株発行費 

上場関連費用 

支払利息 

872千円

14,792千円

  196千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

保険差益 2,383千円 車両売却益 314千円 保険差益 2,383千円

 ※４         ───── ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

 車両売却損 2,671千円 会員権退会損 430千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額   ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,967千円

無形固定資産 667千円

有形固定資産 1,143千円

無形固定資産 452千円

有形固定資産 8,122千円

無形固定資産 1,320千円

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） （平成17年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 625,926千円

現金及び現金同等物 625,926千円

現金及び預金勘定 1,347,083千円

現金及び現金同等物 1,347,083千円

現金及び預金勘定 844,444千円

現金及び現金同等物 844,444千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

 内容の重要性が乏しく、契約一件当たりの金額が少額なリース取引のため、財務諸表等規則第８条の６第６項

の規定により記載を省略しております。 

当中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 内容の重要性が乏しく、契約一件当たりの金額が少額なリース取引のため、財務諸表等規則第８条の６第６項

の規定により記載を省略しております。 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 内容の重要性が乏しく、契約一件当たりの金額が少額なリース取引のため、財務諸表等規則第８条の６第６項

の規定により記載を省略しております。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年３月31日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年３月31日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成17年９月30日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,000 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,000 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,000 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 9,934.28円

１株当たり中間純利益金額 4,232.51円

１株当たり純資産額 20,437.87円

１株当たり中間純利益金額 3,822.43円

１株当たり純資産額 9,612.00円

１株当たり当期純利益金額 3,775.95円

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 当社は、平成17年１月６日付で株式１株に

つき100株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりとなりま

す。 

前事業年度 

１株当たり純資産額     5,701.77円 

１株当たり当期純利益金額  3,446.93円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり 

 中間純利益金額               3,745.03円 

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株予約権残高がありま

すが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登

録もしていないため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。 

 当社は、平成17年１月６日付で株式１株に

つき100株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりとなりま

す。 

前事業年度 

１株当たり純資産額     5,701.77円 

１株当たり当期純利益金額  3,446.93円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

1株当たり 中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 211,625 201,962 189,314 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
211,625 201,962 189,314 

期中平均株式数（株） 50,000 52,836 50,137 

        

 潜在株式調整後1株当たり 中間（当

期）純利益金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（株） － 1,092 － 

 （うち、新株予約権（株）） (－) (1,092) (－)

 希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定に含まれなかった潜

在株式の概要 

－ － 商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づ

く新株予約権 

1,192個 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．（第三者割当増資による新株発行） 

 平成17年５月13日開催の取締役会におい

て、第三者割当による新株式の発行に関し

て決議し、実行いたしました。 

 その概要は以下のとおりであります。 

(1）発行株式数 普通株式 408株 

(2）発行価額  一株につき 24,800円 

(3）発行価額の総額 

10,118,400円 

(4）資本組入額 5,059,200円 

(5）申込期日  平成17年５月30日 

(6）払込期日  平成17年５月31日 

(7）配当起算日 平成17年４月１日 

(8）割当先   監査役２名及びエイテ

ィング従業員持株会 

２．（取締役及び従業員に対するストックオ

プションの付与） 

 平成17年６月14日開催の臨時株主総会及

び平成17年６月15日開催の取締役会の決議

に基づき、平成17年６月15日付で当社取締

役及び従業員に対して、商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約

権の付与（ストックオプション）をいたし

ております。 

 その概要は以下のとおりであります。 

(1）発行日   平成17年６月15日 

(2）発行数   1,192個（新株予約権

１個当たりの目的とな

る株式数１株） 

(3）目的となる株式の種類 

当社普通株式 

(4）発行価額  無償 

(5）権利行使期間 

平成20年６月16日から

平成23年６月15日まで 

(6）権利行使価額 

24,800円 

(7）付与対象者 当社取締役４名及び従

業員32名 

───── 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

１．（当社上場について） 

 当社株式は、平成17年11月４日に株式会

社東京証券取引所の承認を得て、平成17年

12月７日にマザーズ市場へ上場いたしまし

た。当社は上場にあたり、平成17年11月４

日及び平成17年11月17日開催の取締役会に

おいて、下記のとおり新株式発行を決議い

たしました。 

 なお、下記① 公募増資による新株式発

行は、平成17年12月６日に払込が完了し、

この結果、平成17年12月６日付で資本金は

157,559千円、発行済株式総数は53,408株

となっております。 

① 公募増資による新株式発行 

(1）募集の方法   ブックビルディン

グ方式による一般

募集 

(2）募集する株式の種類及び数 

 普通株式    3,000株 

(3）発行価格 

 １株につき  115,000円 

 一般募集は、この価格にて行いまし

た。 

(4）引受価額 

 １株につき  106,375円 

 この価額は当社が引受人より１株当

たりの新株式払込金として受け取った

金額であります。なお、発行価格と引

受価額との差額の総額は、引受人の手

取金となります。 

(5）発行価額 １株につき  85,000円 

（資本組入額  42,500円）

(6）発行価額の総額    255,000千円 

(7）払込金額の総額    319,125千円 

(8）資本組入額の総額   127,500千円 

(9）払込期日    平成17年12月６日 

(10）配当起算日   平成17年10月１日 

(11）資金の使途   設備投資資金、運

転資金 

② 第三者割当増資による新株式発行 

(1）発行する株式の種類及び数 

 普通株式    1,000株 

(2）割当価格 １株につき  106,375円 

(3）発行価額 １株につき  85,000円 

（資本組入額  42,500円）

(4）発行価額の総額     85,000千円 

(5）払込金額の総額    106,375千円 

(6）資本組入額の総額   42,500千円 

(7）申込期日    平成17年12月28日 

(8）払込期日    平成17年12月28日 

(9）配当起算日   平成17年10月１日 

(10）割当先     日興シティグルー

プ証券株式会社 

(11）資金の使途   設備投資資金、運

転資金 



(2）【その他】 

   該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成17年11月４日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年11月18日及び平成17年11月29日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第13期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月14日関東財務局長に提出。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年10月28日 

株式会社エイティング  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 舩山 卓三  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原口 清治   印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社エイティングの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第１３期事業年度の中間会計期間（平成１６

年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続きを適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エイティングの平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

 追記情報 

  １．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１７年５月１３日開催の取締役会決議に基づき、第 

      三者割当増資による新株式を発行している。 

  ２．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１７年６月１４日開催の臨時株主総会決議及び平成 

    １７年６月１５日開催の取締役会決議に基づき、取締役及び従業員に対して新株予約権を付与している。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （注）  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年６月26日 

株式会社エイティング  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 舩山 卓三  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原口 清治   印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社エイティングの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第１４期事業年度の中間会計期間（平成１７

年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続きを適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エイティングの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （注）   上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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